
令和７年度 自己評価計画書 

 石川県立七尾城北高等学校 

重 点 目 標 具 体 的 取 組 主担当 現   状 評価の観点 実現状況の達成度判断基準 判定基準 備 考 

１ 

 

 

 

 

 

 

GIGA スクール構想

の ICT 機器等を活

用した個別最適な

指導（個別化）と

学習（個性化）を

改善・向上させ、

基礎・基本の定着

を更に図るととも

に 、 授 業 の ユ ニ

バーサル化（視覚

化・音声化・焦点

化・共有化など）

を一層推進するこ

とで、主体的に学

習し自ら伸ばせる

態度を育む。 

1  

 

 

視覚化・音声化・
焦点化・共有化な
どのユニバーサル
デザイン化の観点
を取り入れた個別
最適な授業を行
う。 

教務課 

 

 
全教職 

員 

多様な学習歴を持つ生徒
が入学しており、学力差
が大きい。 

 

【努力指標】 

ユニバーサルデザイ
ン化の観点を取り入
れた個別最適な授
業・指導を行い、生
徒自らが伸びている
と感じさせる。 

「ユニバーサルデザイン化の観点を取り

入れた個別最適な授業・指導を行い、生

徒自らが伸びていると感じさせることが

できている・ほぼできている」教職員の

割合が、 

Ａ  １００％   である 
Ｂ   ９０％ 以上である 
Ｃ   ８０％ 以上である 
Ｄ   ８０％ 未満である 

ＣまたはＤの
場合、取組方
法を再検討す
る。 

 

前期・後期
の２回調査 

 
 

② 

 

 

ＩＣＴ機器の効果
的な活用や協働を
促す授業を行う。 

教務課 
 
 
各教科 

 

授業態度は落ち着いては
いる。生徒一人一台端末
の整備により、主体的に
学習に取り組む生徒が増
えた。 

 

【成果指標】 

主体的に授業に参加
し、自ら伸びている
と感じている。 

 

「主体的に授業に参加し、自ら伸
びていると感じることができる・
ほぼできている」生徒の割合が 

Ａ  １００％ 以上である 

Ｂ    ９０％ 以上である 
Ｃ    ８０％ 以上である 
Ｄ    ８０％ 未満である 

ＣまたはＤの
場合、取組方
法を再検討す
る。 

 

前期・後期
の２回調査 
 
 

２ 

 

 

 

 

 

 

学校生活全般を

通して社会で必

要なルールやマ

ナーの定着を図

るとともに、集

団活動の中での

役割を担うこと

で自己肯定感を

高める。 

① 

 

 

 

各種教室（非行防
止教室、防犯教室
など）の開催によ
り、生徒の規範意
識を高め、ルール
やマナーを守るこ
との大切さを意識
させる。 

生 徒 
指導課 

 

 

 

学校生活において、ルー
ルやマナーを意識して行
動していない生徒が、若
干ではあるが見られる。 

 

【成果指標】 
ルールやマナーを
守って学校生活を
送っている。 

 

「ルールやマナーを守って学校生
活を送っている・ほぼ守ってい
る」生徒の割合が 

Ａ   ９０％ 以上である 
Ｂ   ８０％ 以上である 

Ｃ   ７０％ 以上である 
Ｄ   ７０％ 未満である 

ＣまたはＤの
場合、取組方
法を再検討す
る。 

 

 

前期・後期
の２回調査 

 

 

② 
 

学校行事や生徒会
活動等への参加に
より、集団の一員
としての自覚を持
ち、自己肯定感を
高める。 

生 徒 
指導課 

学校生活をとおして、自
己を高めようとする生徒
が多い。自分に対する自
信が持てない生徒も見ら
れる。 
 

【成果指標】 
学校行事や生徒会活
動等に参加し、自分
の役割を果たしたと
感じている。 
 

「学校行事や生徒会活動等に参加
し、自分の役割を果たした・ほぼ
果たした」生徒の割合が 
Ａ   ９０％ 以上である 
Ｂ   ８０％ 以上である 
Ｃ   ７０％ 以上である 
Ｄ   ７０％ 未満である 

ＣまたはＤの
場合、取組方
法を再検討す
る。 
 

前期・後期
の２回調査 
 

③ 

 

 

 

「学校いじめ防止
基本方針」に基づ
き、毎日の生徒情
報交換会・個人面
談・アンケート等
を実施すること
で、いじめを未然
防止する。 

生 徒 
指導課 
 
 
全教職 

員 

 

昨年度、いじめ事案は０
件であった。今年度もい
じめを未然防止する取組
と早期発見の努力を続け
ていく。 

 

【成果指標】 
いじめを未然防止す
る取組は、十分成果
を上げている。 

「いじめを未然防止する取組をと
おして、生徒の現状を理解し、十
分成果を上げている・ほぼ上げて
いる」教員の割合が 
Ａ １００％     である 
Ｂ   ９０％ 以上である 
Ｃ   ８０％ 以上である 
Ｄ   ８０％ 未満である 
 

ＣまたはＤの
場合、取組方
法を再検討す
る。 

 

 

前期・後期
の２回調査 

 

 

                                                                                                                                             



重 点 目 標 具 体 的 取 組 主担当 現   状 評価の観点 実現状況の達成度判断基準 判定基準 備 考 

３ 

 

 

 

 

 

 

キャリア教育を

推進する中で、

社会人として必

要な人間力や望

ましい勤労観・

職業観を育成

し、自らに自信

をもって進路を

実現するための

指導の充実を図

る。 

① 

 

 

 

進路講話、進路学
習会、企業ガイダ
ンス等の体験をと
おして、勤労観・
職業観を育み、進
路選択の能力を高
める。 

進 路 
指導課 

 

 

 

本校では就業を奨励して
いるが、約半数の生徒が
アルバイト、インターン
シップ等の就業を体験し
ていない。 

 

【成果指標】 
就業していない生徒
が、各種の体験をと
おして適切な勤労
観・職業観を、生徒
自ら自信を持って身
につけ、自立する能
力の向上が見られ
る。 

「進路講話、進路学習会、企業ガ
イダンス等の体験をとおして、勤
労観・職業観を、生徒自ら自信を
持って身につけることができた・
ほぼ身につけることができた」生
徒の割合が 
Ａ １００ 以上である 

Ｂ   ９０％ 以上である 
Ｃ   ８０％ 以上である 

Ｄ   ８０％ 未満である 
 

ＣまたはＤの
場合、取組方
法を再検討す
る。 

 

 

前期・後期
の２回調査 
 

② 

 

 

 

教育振興会と学校
の繋がりを深める
ため情報発信に努
め、インターン
シップ・企業見学
等の受入を依頼す
る。 
 

総務課 

 

 

 

新規の会員加入が少なく
なり、会費を継続して納
めている会員が固定化
し、近年は減少してい
る。 

 

【努力指標】 
会員への情報発信に
努め、インターン
シップ等の受入企業
を増やす。 

 

「インターンシップ等を受け入れ
てもらった会員企業が」 
Ａ １２社 以上である 
Ｂ １０社 以上である 
Ｃ  ８社 以上である 
Ｄ  ８社 未満である 

ＣまたはＤの
場合、取組方
法を再検討す
る。 

 

前期・後期
の２回調査 

 

 

４ 

 

 

 

家庭や地域と連

携した健康教育

を推進するとと

もに、安全を意

識して行動でき

るよう安全指導

の充実を図る。 

① 

 
 

 
② 

 

計画的に健康指
導・安全指導の充
実を図る。 

 
食育をとおして食
の知識を身につけ
るとともに、食生
活を改善するよう
指導する。 
 

保 健 

厚生課 
総務課 

 
各担任 

 

基本的な生活習慣が確立
していない生徒が見られ
るとともに、食事の時間
や内容にばらつきがあ
る。また、安全に対する
意識も低い。 

 

 【成果指標】 

健康指導や安全指導
により基本的な生活
習慣や安全に対する
意識が向上する。 

 

「各種の健康や安全に対する取り
組みが生活習慣の改善に役に立
つ・ほぼ役に立つ」と思う生徒の
割合が 
Ａ   ９０％ 以上である 

Ｂ   ８０％ 以上である 

Ｃ   ７０％ 以上である 
Ｄ   ７０％ 未満である   

 

ＣまたはＤの
場合、取組方
法を再検討す
る。 

 

年３回の調
査 

 

 

５ 

 

 

 

 

ワークライフバ

ランスの視点を

意識し、効率的

な校務運営を推

進することで、

メンタルヘルス

の保持増進に努

める。 

① 

 
 

 
 
 
② 

 

 

書類・データ等の
整理整頓を行うと
共に、重要度と緊
急性の観点から優
先順位を決める。 
 
お互いに協力し合
うことで効率的に
業務を遂行する。 
 

全教職 

員 

 

 

 

 

教職員数の関係から一人
で複数の校務分掌を担当
している。時期によって
仕事が輻輳する場合があ
る。 

 

 

 

 【努力指標】 

整理整頓を行い、優
先順位を決めなが
ら、お互いに協力し
合うことで効率的に
業務を遂行すること
に努める。 

 

「お互いに協力し合うことで効率
的に業務を遂行できた・ほぼでき
た」教職員の割合が 

Ａ １００％   である 
Ｂ  ９０％ 以上である 

Ｃ  ８０％ 以上である 
Ｄ  ８０％ 未満である   

 

 

ＣまたはＤの
場合、取組方
法を再検討す
る。 

 

 

 

前期・後期
の２回調査 

 

 

 

 

 

 


